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研究成果の概要（和文）：　不動産開発における簡易アセス導入に向け、制度と手法を検討するため日本の制度を米国
の制度と国際比較し、基本的問題点を整理した。そして、具体事例として国際標準のアセスが実施されなかった新国立
競技場計画を分析し、代替案検討がなく評価範囲が狭いことなど、問題点を明らかにした
　最終年度は研究成果を国内外の学会での発表に重点を置いた。IAIAでの発表やISAGAにおける招待講演、国内では環
境アセスメント学会でWSを主催し、環境科学会の招待講演、日本不動産学会でもWSを開催した。
　これらの成果を踏まえ『都市地域の持続可能性アセスメント』を出版し、同書は日本環境共生学会の2015年度著述賞
を受賞した。

研究成果の概要（英文）：　To introduce compact EIA systems into Japan, an international comparison study 
on EIA systems of Japan and the US was conducted, and pointed out the issues of it. As a case study, the 
planning process of the new national studium was analyzed and found the concrete challenges of the case.
 In the last year, I focused on presenting the result of study in international academic societies and 
those of Japan. In international organizations, I presented and discussed at the International 
Associationfor Impact Assessment (IAIA) and the International Simulationa and Gaming Association. In 
domestic organaizations, I hold worksyops at Japan Society of Impact Assessmnet and the Japan Assciation 
for Realestate Sciences and made an invited lecture at the Society on Environmental Science, Japan. I 
published a book by co-editing entitled "Sustainability Assessment for Cities and Regions". The book won 
the Book Award of the Japan Assosiantion for Human and Environmental Simbiosis.

研究分野：環境計画・政策、参加と合意形成
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意形成
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１．研究開始当初の背景 
環境アセスメントは、人間行為が環境に与

える影響を事前に予測評価して影響緩和のた

めの対策を講ずるもので、環境アセスメント

が社会で幅広く適用されることにより持続可

能な社会の形成に寄与することとなる。だが、

日本では対象が特定の巨大事業のみに限定さ

れており、この効果を著しく損なっている。

これに対し、1997 年制定の環境影響評価法

では、それまでの閣議決定に基づく環境アセ

スメント要綱（いわゆる閣議アセス）の対象

事業に発電所を加え、規模要件を従来よりも

小さくした第2 種事業を設けてスクリーニン

グ対象とし、対象事業の若干の拡大があった。

しかし、人間と環境が調和した持続可能な社

会の形成のためには、アセス対象の本格的な

拡大が必要との主張がなされている。 

現在、不動産開発は巨大開発でない限りア

セス対象にはならないが、ビル建設時などに

地域のステークホルダーとの間で十分なコミ

ュニケーションが取れず、建築紛争が生じる

ことがある。建築紛争処理のため、周辺地域

住民との協議などが行われているが、十分な

情報公開がないとか、参加が保障されていな

いなどの問題が指摘されている。 

環境アセスメントはこのような場合に、環

境情報、計画情報が提供されることで、主体

間のコミュニケーションを促進する効果があ

り、紛争解決上も有効なことがこれまでの研

究から示されている。日本では不動産開発の

大半がアセス対象とならない結果、環境への

負の影響が地域に累積されてしまうが、米国

などでは不動産開発の多くは、まず簡便な環

境アセスメント（簡易アセス）の対象となる

ため、地域の累積的な影響の緩和にも資する

こととなる。 

環境アセスメントの対象は本来、大規模事

業だけでなく様々な人間行為であり、環境へ

の影響がありそうなら、まず、簡単にチェッ

クする必要がある。だが、日本では手間のか

かる詳細な環境アセスメント（詳細アセス）

だけなので、時間も費用もかかり、事業者の

抵抗は大きい。そこで、米国のNEPA アセス

のように、まず簡易アセスを行い、その結果、

さらに検討が必要と判断される場合は詳細ア

セスを行う二段階のモデルが考えられる。 

筆者は、日本を持続可能な社会にするため

には簡易アセスの導入が必要と考えているが、

専門家の間では簡易アセス制度の導入に対す

る関心が次第に高まりつつあり、例えば、2011 

年発行の『環境アセスメント学会誌』では、

「スモールアセス・簡易アセスの動向」とい

う特集号が組まれた。そして、政令市以外の

中小都市でも新たなアセス制度導入の取り組

みが始まっている。 

 
２．研究の目的 
上記のように日本では、不動産開発は巨大

開発でない限りアセス対象にはならない。ア

セス対象が広がらないのは、現行のアセス制

度が事業者の負担感を大きくしているからで

ある。しかし、短期間で費用も少なく終わる

「簡易アセス」が導入されれば、不動産開発

の紛争解決の情報基盤を与えるとともに、地

域への環境負荷累積の削減にも資することと

なる。このような社会的制度はその国の状況

に合わせて作られなければならない。 

そのためには、環境アセスメントの核心で

ある情報公開と参加をどのように進めるか、

その検討が不可欠である。そこで、国内外の

簡易アセス制度の動向を分析したうえで、基

本的な知見を得る。そのうえで、国内におい

て人々の懸念（public concerns）が大きいに

も関わらず、適切な環境アセスメントが行わ

れなかったため問題の生じた事例を分析する

ことで、簡易アセスの導入の必要性を具体的

に明らかにすることを本研究の目的とする。 

 
３．研究の方法 
研究期間の前半では、簡易アセスメントの

内外における状況を把握する。国内の類似制



度として、環境アセスメント制度化の先進都

市である川崎市の制度などを調査した。この

比較対象として、簡易アセスの歴史が長く多

くの蓄積がある、アメリカの都市レベルでの

環境アセスメントにおける簡易アセスこれま

での実施状況とその具体的事例を調査した。

この分析により、簡易アセスの現状と問題点

を明らかにし、日本での制度導入の条件を整

理した。 

期間の後半は、個別の事例について分析を

行った。本研究では、人々の懸念（public 

concerns）が大きいのにも関わらず、環境ア

セスメントが行なわれなかった最近の代表

事例として、2012 年に計画素案が決定され、

2013 年の東京オリンピック・パラリンピック

招致の決定により国民的な関心が高まり、

人々の懸念も多く出された新国立競技場計

画を対象に、参加と情報公開のあり方につい

て詳細な分析を行なった。その成果を、不動

産開発やインパクト・アセスメント関係の専

門家、行政関係者、NGO などの市民社会に

提示し議論することで、簡易アセスメント導

入の必要性を明らかにした。 

 

４．研究成果 

まず、制度的枠組みについて、国内では数

少ない簡易アセスを含む仕組みである川崎

市の条例アセス制度と、米国ボストン市のア

セス制度の比較し整理した。そのうえで、両

市の実績について比較分析を行った。川崎市

の制度ではボストン市の制度と違い、簡易ア

セスの結果、大きな影響が予想される場合で

も詳細アセスには乗り換えない。その結果、

市街地建築物の開発に関して一定の成果を

上げてはいるものの、簡易アセスに基づくス

クリーニングが行なわれないため、人々の懸

念（public concerns）に応えられない恐れが

大きく、一部では紛争も生じている。また、

川崎市の制度では情報公開のタイミングが

ボストンの制度よりも遅いため、十分な参加

ができ難いという問題も明らかになった。 

そこで、人々の懸念（public concerns）が

大きいのにも関わらず、環境アセスメントが

行なわれなかった最近の代表事例として、

2012 年に計画素案が決定され、2013 年の東

京オリンピック・パラリンピック招致の決定

により国民的な関心が高まり、人々の懸念も

多く出された新国立競技場計画を対象に、参

加と情報公開のあり方について詳細な分析

を行なった。 

五輪の競技施設に対して国際オリンピッ

ク委員会（IOC）は、そのアジェンダ 21で、

既存施設の活用を含む代替案検討を行なう

環境アセスメントの実施を求めている。しか

し、事業主体の日本スポーツ振興センター

（JSC）は、建替を前提とし、計画を見直す

ことなく旧国立競技場は解体してしまった。

東京都はこの事態を見過ごしたまま、IOCの

アジェンダ 21 の規定には合わない、後付け

での環境アセスメントを 2014 年 3 月から開

始した。 

そこで、本研究では、同年 7 月～8 月に神

宮外苑地区の競技場近隣住民を対象に社会

調査を実施し、その結果の分析から、情報公

開のタイミングが遅く、事業者と地域住民の

情報の非対称性が著しいこと国立競技場の

ような巨大施設の建設でさえ対象にならな

いという我が国のアセス制度の欠陥である。

この競技場の計画は、床面積が 20 万平米以

上、高さは 70m 以上もある。その後、この計

画案は 2015 年 7 月、安倍首相の決断で見直

しが行なわれたが、見直しに至るまでのプロ

セスは世界標準のアセスメントにはなって

いない、すなわち、代替案検討がなく、評価

項目のスコープが狭い。以上の結果から、

人々の懸念事項（public concerns）に応える

べく、簡易アセスによるスコーピング手続き

を含む、世界標準の本来のアセスメントの、

我が国への導入が強く求められる。 

そこで、この研究成果を国内外の諸学会に



おいて発表し、多様な専門家との意見交換を

重ねた。国際学会では、2015 年 4月、フィレ

ンツェで開催された国際影響評価学会

（IAIA）第 35 回年次大会で国際比較の議論

を行ない、また、同年 7月、京都で開催の国

際シミュレーション＆ゲーミング学会

（ISAGA）第 25 回年次大会では、参加と合

意形成の観点から招待講演を行なった。国内

学会では、環境アセスメント学会での発表や

大会シンポジウムの開催（2015 年）による議

論、また、日本不動産学会でのワークショッ

プの連続開催（2014 年、2015 年）などによ

り、不動産開発における具体問題について専

門家との議論を積み重ねた。また、環境科学

会の 2015 年度大会などでも、環境アセスメ

ントは持続可能な社会の作法と題し、招待講

演を行なった。 

さらには、これらの知見も加えて、学芸出

版社から共編著書『都市・地域の持続可能性

アセスメント－人口減少社会のプランニン

グシステム』を出版し、その出版記念講演会

も、京都、東京、仙台で開催し、本成果の普

及啓発を行なうと共に。議論を深めた。なお、

本書は 2015 年度の日本環境共生学会・著述

賞を授与された。 
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